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４、甲府市の人口増、定住増加対策について 

４番目、甲府市の人口増、定住増加対策についてであり

ます。 

本市では、前市長からの子ども・子育て政策の推進、樋

口市長の公約実現での子ども政策の推進がなされ、甲府市

の子ども政策は拡充されてきているものだと考えます。 

しかし、子ども政策は推進がなされても、山梨県の平均

を下回る甲府市の合計特殊出生率が低い現状であれば、ま

ず単純に考え、結婚する、結婚をしたいと考える男女への

政策推進を行うべきものと考えます。新婚世帯へは補助拡

充策の新たな制度設計を行い、手厚く充当しなければ、甲

府市への定住促進はままならないことであるとも考えてお

ります。 

このことを踏まえ、成婚率向上の促進を進め、結婚と産

み育てるを両翼で推進し、合計特殊出生率向上を進めなけ

れば、子どもの育みだけ進めても片手落ちに陥る可能性も

あることと考えます。 

そこで質問します。 
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１点目、山梨県では人口増策一環として、成婚率増加策

でのやまなし出会いサポートセンターの開設を行い、山梨

県目標１．５倍の成婚率を達成しています。甲府市定住人

口増加策の一助として、また山梨県を下回る合計特殊出生

率である甲府市は、同様に婚活施策を独自に行うべき局面

を迎えているものだと考えますが、いかがでしょうか。 

また、現状で婚活施策新設が不可能であれば、山梨県と

ともに協働し、本市ホームページでも山梨県の仲介ホーム

ページ上へアクセスできるようにし、甲府市へ住む新婚家

庭をふやすための婚活施策を一部進める必要があると考え

ますが、２つについて当局の御所見と御見解をお示しくだ

さい。 

２点目、定住希望の新婚世帯への補助施策として、南ア

ルプス市では、補助制度が新設されました。甲府市では従

前廃止となった新婚家庭への補助制度を新たに設計し直し、

年齢的に年収の多くない若い世代にも特化した定住人口増

の喚起施策として再構築、拡充を進める必要があると 

思いますが、当局の御所見を伺います。 
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３点目、本市で示している推計データから勘案すれば、

人口減少を食いとめ、プラスに転じることはなかなか厳し

いと思われます。 

中核市を目指す上でも、人口増の方途を模索し、そのも

ととなる市内の成婚率、新婚世帯増から始め、進んで合計

特殊出生率を上げ、人口増を目指すといった段階的な人口

増加戦略について、人口をふやす手立てとして、当局では

どのような政策をお考えなのか、御所見を伺います。甲府

市の具体的な施策のお考えをお示しください。 

 

○企画部 中村好伸 企画部長 

人口減少を克服するための少子化対策等の推進について、

お答えをいたします。 

地域産業の創出や雇用環境の充実、良好な生活環境の整

備などの、各般の施策を多角的に相乗させることにより、

人口動態の社会減や自然減の抑制を図る甲府市総合戦略の

中で、人口減少の主な要因と言われる少子化への対策につ

きましては、甲府で希望を叶える総合的な子育て支援と良



5 

 

好な教育環境の充実を基本目標に掲げ、若者世代の結婚を

支援し、妊娠期から育児期・子育て期など、各ステージに

応じた施策を展開することで、安心して子どもを産み育て

られる環境づくりを推進していくこととしております。 

とりわけ、未婚化、晩婚化が進展する昨今にあって、成

婚率の増加は、出産に伴う自然増や移住定住などの社会増

へとつながることから重要な要因と考えており、今般の総

合戦略に若者の結婚機会の創出として、その取り組みの推

進を位置づけているところであります。 

このような中、山梨県のやまなし出会いサポートセンタ

ーを始めとする、やまなし縁結びサポート事業の取り組み

は、結婚を希望している若者が出会いのために、みずから

行動を起こすきっかけとなるものであり、本市といたしま

しても、こうした取り組みにつきまして、山梨県との連携

を深めてまいりたいと考えております。 

また、新婚世帯への新たな補助制度につきましても、過

去に実施いたしました新婚世帯向け家賃助成制度の検証の

内容や現状の住民ニーズを踏まえるとともに、他都市の事
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例等を参考にする中で、調査・研究を進めてまいりたいと

思っています。 

今後の施策展開につきましては、総合戦略に位置づけた

４８項目の主な取り組みを着実に推進するとともに、外部

委員で構成いたします甲府市地域創生戦略会議などから、

さまざまな御意見や御提言をいただく中で、より効果的で

独自性のある新たな事業立案・展開も図ってまいります。 

以上でございます。 

 

○佐野弘仁 再質問 

詳細な御答弁ありがとうございました。 

それでは、新婚世帯への補助制度について、再質問をさ

せていただきます。 

企画部長さんからも、若者の新婚世帯への補助策と言わ

れ、この補助制度については調査研究を行い、他都市動向

を見ていくとの御答弁でしたが、内閣府のニッポン一億総

活躍プランで掲げた結婚支援策、市町村結婚新生活支援事

業費補助金が市町村に補助率国４分の３の新制度として、 
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夫婦１年間の合計所得が３００万円未満世帯には、結婚に

伴う住居費、引っ越し費用に最大１８万円の支援となりま

す。 

調査研究されるとなれば、まずこの国の制度を承知され

ているのか、また今後このような制度を本市の支援策とし

て活用されていくお考えとできるか、御答弁をお願いをい

たします。 

○企画部 中村好伸 企画部長 

再質問について、御答弁をさせていただきたいと思います。 

ただいまの補助金でございますけれども、低所得者向けに

結婚に伴う新生活の支援を行う自治体支援事業ということ

で、平成２７年度に、国で補正予算で措置をされた補助金

だと認識をしております。 

内容については、詳細までを把握をしておらない状況で

ございますけれども、先ほど申し上げましたとおり新たな

補助制度の調査研究の中で、この制度についても合わせて

検討させていただきたいと考えております。以上でござい

ます。 
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○佐野弘仁 再々質問・要望 

ありがとうございました、了解しました。 

過日、本年 2 月から公明党青年局では全国で 1 千万人を

超える若者にボイスアクションと銘打ち、アンケート調査、

5 項目を行いました。山梨県でも甲府を中心に、県下若者か

ら、1 万 5 千 926 の回答があり、その中で「婚活や新婚世帯

の支援」を望んでいるとの回答は 1 千 570、概ね 10％が 

「必要」との結果でした。この様に多くの若者の声や要望

を確認できました、この実態から本市も県や他市町村に倣

い、婚活や新婚世帯支援施策を実施すべきだと考えます。 

また先ほどは、甲府市の人口増化戦略策もお聞き出来ま

した、やはり甲府にとって若い人の熱や力は絶対的に必要

な活性化のエネルギーだと思いますことから、今後も婚活

や、より一層の若者への新婚家庭支援策を進めて頂きたい

ことを要望致しまして次の質問に移ります。 

 


